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事 業 報 告 用 
 

 

 

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会 

 

１ 事業の成果 

自主事業としてはセミナー販売代理店や理解度チェック・プレミアムサイトの運用を継続した。

社会情勢からリモートワークがすすんだ影響で、「理解度チェック・プレミアムサイト」の利用者が

増えた。また、通年事業としてセキュリティコンテスト「SECCON」を実施している。 

活動の報告会、会員企業向けの勉強会、一般参加型のセミナー・シンポジウムについてはオンライ

ンまたはハイブリッドで開催している。ホームページや SNS を利用した情報提供活動も引き続き行

った。 

教育事業では、セキュリティゲーム類の販売の他、岡山理科大学の遠隔授業としての講師対応、J

JNSA インターンシップとして、会員企業が開催するインターンシップの情報提供を行った。 

調査事業では通年実施している「セキュリティ市場調査報告書」の公開の他、「生成 AI を利用す

る上でのセキュリティ成熟度モデル」、「サイバー攻撃を受けるとお金がかかる～インシデント損害

額調査レポートから考えるサイバー攻撃の被害額～」の公開を行った。 

普及啓発事業では、「CISO-PRACTSIE ワークショップ用マテリアル Ver2」の公開を行うとともに、

外部で開催されているイベントやセミナーにてワークショップを実施している。 

また、設定基準の策定事業では、ISO/TC154 国内審議団体の運営、電子署名に関する情報の提供コ

ンテンツの作成や ISMS 規格に係る「情報セキュリティマネジメント・セミナー」などを行った。 

社会一般への情報の還元活動としては、ホームページを通して読み物コンテンツの提供や、メー

ルマガジンの発行を継続している。 

委託事業として、独立行政法人情報処理推進機構より「「サイバーセキュリティお助け隊サービ

ス」基準適合性に関する調査業務」事業を請け負い、サービス審査受付等の業務を行った。 

他、ASEAN 地域のサイバーセキュリティ調査の協力などを行った。 
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２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【110,864】千円） 

定款に記載 

された 

事業名 

事業内容 日時 場所 

従事

者 

人数 

受益 

対象者 

範囲 

受益 

対象者 

人数 

事業費 

（千

円） 

ネットワークセ

キュリティの重

要性の普及・啓

発事業 

セミナー販売 通年 
主たる事

務所 
1 名 協会会員 

会員企業

所属社員 
44,610 

理解度チェックプレミ

アムサイト販売 
通年 

主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業、一般 
制限なし 6，706 

SECCON 開催 通年 
主たる事務

所 
2 名 

協会会員､その

他企業、一般 
制限なし 24,104 

サイバーセキュリティ

お助け隊審査登録（IPA

委託事業） 

通年 
主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業 
制限なし 9,635 

全国セミナー 1 月 
主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業 

会員企業

所属社員 
1,468 

CISO ハンドブック販売

費用 
通年 

主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業 

会員企業

所属社員 
40 

セミナー・シンポジウ

ム等開催 
通年 

主たる事

務所 
3 名 

協会会員､その

他企業、一般 
制限なし 6,684 

みんなのサイバーセキ

ュリティコミック運用 
通念 

主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業、一般 
制限なし 462 

会報発行（年 1 回） 3 月 
主たる事

務所 
1 名 

協会会員､その

他企業、一般 
制限なし 744 

JNSA 表彰 3 月 
主たる事

務所 
1 名 協会会員、一般 

会員企業

所属社員 
705 

部会活動その他 通年 
主たる事

務所 
3 名 協会会員 

会員企業

所属社員 
5,792 

租税公課 通年 
主たる事

務所 
1 名 協会会員 

会員企業

所属社員 
61 

減価償却 通年 
主たる事

務所 
1 名 協会会員 

会員企業

所属社員 
427 

ネットワークセ

キュリティに関

する教育事業 

カードゲーム販売 通年 
主たる事

務所 
1 名 協会会員、一般 制限なし 992 

部会活動その他 通年 
主たる事

務所 
2 名 協会会員、一般 制限なし 3,075 

ネットワークセ

キュリティに関

する調査事業 

部会活動その他 通年 
主たる事

務所 
2 名 協会会員、一般 制限なし 1,176 

ネットワークセ

キュリティに関

する設定基準の

策定事業 

部会活動その他 通年 
主たる事

務所 
2 名 協会会員、一般 制限なし 3,784 

 



特定非営利活動法人　日本ネットワークセキュリティ協会

正会員271社、サブスクライバ25名 （単位：円）

科　　目

Ⅰ　経常収益

1.受取会費

正会員受取会費 63,180,000 

サブスクライバ等受取会費 494,000 63,674,000

2.受取寄付金

受取寄付金 1,200,000 1,200,000

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する普及・啓発事業 83,458,268 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する教育事業 572,000 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する研究開発事業 -

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する調査事業 77 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する設定基準の策定事業 386,000 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨに関する他団体及び国際協力事業 - 84,416,345

4.その他収益

雑収入 313 

　　受取利息 92,032 92,345

経常収益計 149,382,690

Ⅱ　経常費用

1.事業費

(1)人件費

(1)人件費

役員報酬

出向給与 2,999,880 

外注人件費 8,706,827 

給与手当 480,995 

人件費計 12,187,702 

(2)その他経費 0 

売上原価 152,429 

印刷製本費 1,191,365 

会議費 2,105,638 

会場運営費 12,598,911 

旅費交通費 4,225,486 

外注費 17,011,681 

通信費 1,460,662 

消耗品費 1,539,091 

賞金 445,000 

事務用品費 733,096 

荷造運賃 283,961 

水道光熱費 94,989 

地代家賃 1,973,028 

賃借料 283,748 

謝金 7,305,734 

広告宣伝費 1,020,000 

接待交際費 144,518 

新聞図書費 17,710 

減価償却費 427,373 

諸会費 1,783,529 

租税公課 917,400 

セミナー受講料 42,702,000 

支払手数料 261,082 

その他経費計 98,678,431 

事業費計 110,866,133

2024年度　活動計算書

自2024年4月1日至2025年3月31日

金額

3.事業収益



科　　目

2.管理費

(1)人件費

　　役員報酬               -

給与手当       2,730,771

出向給与       4,692,120

外注人件費　      12,338,654

法定福利費         586,663

通勤費          70,132

福利厚生費         102,962

人件費計      20,521,302

(2)その他経費               -

   印刷製本費         251,683

   会議費          46,206

   会場運営費       1,306,858

   旅費交通費         900,201

   外注費       6,237,385

   通信費         260,809

   消耗品費         461,578

   賞金               -

   事務用品費       2,471,835

   荷造運賃          16,700

   水道光熱費         216,448

   地代家賃       4,603,740

   賃借料         571,848

   謝金          83,527

   広告宣伝費         162,512

接待交際費         171,314

　 新聞図書費               -

   減価償却費       3,790,989

保険料          17,000

   諸会費         655,000

   リース料               -

   租税公課          61,100

   支払手数料       2,956,010

   雑費               -

その他経費計      25,242,743

管理費計               - 45,764,045

　経常費用計               - 156,630,178

当期経常増減額               - △ 7,247,488

              -

              -

　               -

              - 　                   -

              -

              -

固定資産除却損               - 2

　経常外費用計               -                   2

              -

税引前当期正味財産増減額               - △ 7,247,490

法人税、住民税及び事業税               -              84,082

当期正味財産増減額               - △ 7,331,572

前期繰越正味財産額               - 174,598,320

次期繰越正味財産額               - 167,266,748

　経常外収益計

Ⅳ経常外費用

金額

Ⅲ経常外収益



科目 金額
Ⅰ資産の部

１　流動資産
　現金預金 167,359,313
　商品 387,363
　前払金
　前払費用 548,064
　未収入金 3,860,000
　仮払金
　　流　動　資　産　合　計 172,154,740

２　固定資産
　(1)有形固定資産
　　　一括償却資産 169,182
　　　什器備品 495,989
　　　建物付属設備 2,223,962
　　　減価償却累計額
　(2)無形固定資産
　　　ソフトウェア 8,355,175
　　　ソフトウェア減価償却累計額
　(3)投資その他の資産
　　　敷金 3,036,150
　　　長期前払費用 399,630
　　固　定　資　産　合　計 14,680,088

　　　資　産　合　計 186,834,828

Ⅱ負債の部
1.流動負債
　未払金 13,035,113
　前受金 5,376,000
　預り金　 716,767
　未払法人税等 70,000
　未払消費税等 370,200
　　流　動　負　債　合　計 19,568,080

2.固定負債
　　固　定　負　債　合　計 -            

　　　負　債　合　計 19,568,080

Ⅲ正味財産の部
　　前期繰越正味財産額 174,598,320
　　当期正味財産増減額 △ 7,331,572

　　正味財産合計 167,266,748

　　負債及び正味財産合計 186,834,828 

貸　借　対　照　表
特定非営利活動法人　日本ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ協会 [税込]（単位：円）

全事業所 令和7年 3月31日 現在



Ⅰ　資産の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

科目 金額

1.流動資産

　現金預金

　　現金　　　現金手元有高 216,959

　　普通預金　みずほ銀行深川支店　 21,892,286

　　普通預金　みずほ銀行深川支店　 5,074,316

　　普通預金　みずほ銀行東陽町支店　 1,239,974

　　普通預金　みずほ銀行東陽町支店　 86,497,194

　　普通預金　三菱UFJ銀行木場深川支店　 2,362,919

　　普通預金　三井住友銀行日比谷支店　 20,018,634

　　定期預金　三菱UFJ銀行木場深川支店　 20,014,387

　　定期預金　三井住友銀行日比谷支店　 10,042,644

167,359,313

　商品

　　カードゲーム 387,363

　前払金

  前払費用

　　ひのき屋ビル4月家賃 548,064

　未収入金

　　協賛金 3,500,000

　　正会員受取会費 360,000

  　CISOハンドブック印税

3,860,000

　仮払金

0

  

　流動資産合計 172,154,740

2.固定資産

　（１）有形固定資産

　　一括償却資産 169,182

　　什器備品 495,989

　　建物付属設備 2,223,962

    減価償却累計額 0

　(2)無形固定資産

　　　ソフトウェア 8,355,175

      ｿﾌﾄｳｴｱ減価償却累計額 0

　(3)投資その他の資産

　　　敷金（ひのき屋ビル４階敷金） 3,036,150

　　　長期前払費用（ひのき屋ビル４階敷金償却相当額） 399,630

14,680,088

　固定資産合計 14,680,088

　資産合計 186,834,828

財産目録
特定非営利活動法人　日本ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ協会 [税込]（単位：円）

全事業所 2025年3月31日



Ⅱ　負債の部 （単位：円）

科目 金額

1.流動負債

 未払金

　　人件費（出向、派遣社員） 2,289,689

　　その他費用 10,745,424

13,035,113

　前受金

　　年会費前受 5,280,000

　　協賛金前受 48,000

　　JT2A年会費 48,000

5,376,000

　預り金　

　源泉税 694,244

　社会保険料等 6,000

　雇用保険料等 16,523

716,767

　未払法人税等

　　法人税・住民税及び事業税 70,000

70,000

　未払消費税等

　　当期確定消費税及び地方消費税 370,200

　 370,200

　流動負債合計　 19,568,080

2.固定負債

-            

　負債合計 19,568,080

　正味財産 167,266,748

負債・正味財産合計 186,834,828



2023 年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

１． 重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO 法人会計基準（2010 年7 月20 日 2017 年12 月12 日最終改正 NPO 法人会

計基準協議会）によっております。

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は最終仕入原価法によっております。

（２） 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定による定率法によっております。

ただし、平成10 年4 月1 日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに平成28 年4 月1 日以

降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法によっております。

また、取得した減価償却資産のうち取得価額が10万円以上20 万円未満のものについては、

法人税法施行令による3 年間均等償却の方法によります。

②無形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定による定額法によっております。

自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によって

おります。

③リース資産

法人税法の規定によるリース期間定額法によっております。

（３） 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

計算書類の注記

令和7年 3月31日 現在特定非営利活動法人　日本ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ協会



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 

令和6年度年間役員名簿 
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれら

の者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会                  

 

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。） 

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係） 

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係） 

 

２ 役員一覧 

  
役名 

どちらかに

○ 

（フリガナ） 

氏名 
 

前事業年度内の 

就任期間 

報酬を受けた期間 

（該当者のみに記

入） 

1 理事・監事 
（ノムラフミオ） 

野村 文雄  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

2 理事・監事 
（エサキヒロシ） 

江﨑 浩  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

3 理事・監事 
（タナカアキラ） 

田中 暁  

  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 6 年 6 月 30 日 

無し 

4 理事・監事 （ゴトウ シノブ） 
後藤 忍  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 2 月 28 日 

無し 

5 理事・監事 （アライカズト） 
新井 一人  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 6 年 6 月 6 日 

無し 

6 理事・監事 

（ニシモトイツロ

ウ） 

西本 逸郎  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 6 年 6 月 6 日 

無し 

7 理事・監事 

（ヤマグチマサヒ

ロ） 

山口 政博  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 6 年 6 月 6 日 

無し 

8 理事・監事 

（カタザワトモヒ

ロ） 

片澤 友浩 

 

令和 6 年 6 月 6 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

9 理事・監事 

（クラモチヒロア

キ） 

倉持 浩明 

 

令和 6 年 6 月 6 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

10 理事・監事 
（イイダトモヒロ） 

飯田 朝洋  

令和 6 年 6 月 6 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 

令和6度年間役員名簿 
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれら

の者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会                  

 
 

  
役名 

どちらかに

○ 

（フリガナ） 

氏名 
 

前事業年度内の 

就任期間 

報酬を受けた期間 

（該当者のみに記

入） 

11 理事・監事 
（カモダヒロアキ） 

鴨田 浩明  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

12 理事・監事 
（ヒラタシンイチ） 

平田 真一  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

13 理事・監事 
（カナザワケンゴ） 

金澤 謙悟  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

14 理事・監事 
（シモダシュウイチ） 

下田 秀一  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

15 理事・監事 
（タカハシマサカズ） 

髙橋 正和  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

16 理事・監事 
（ナカオコウジ） 

中尾 康二  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

17 理事・監事 
（アオシマノブヒト） 

青嶋 信仁  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

18 理事・監事 
（カワウチキヨト） 

河内 清人 
 

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

19 理事・監事 
（カワノショウジ） 

河野 省二  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

20 理事・監事 
（サイキアキラ） 

齋木 啓  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

21 理事・監事 
（マルヤマシロウ） 

丸山 司郎  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

22 理事・監事 
（ミヨシタカミチ） 

三膳 孝通  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

23 理事・監事 
（ヤツヅカヒロフミ） 

八束 啓文  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

無し 

 



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 

 

令和6年度年間役員名簿 
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれら

の者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会                  

 
 

  
役名 

どちらかに

○ 

（フリガナ） 

氏名 
 

前事業年度内の 

就任期間 

報酬を受けた期間 

（該当者のみに記

入） 

24 理事・監事 
（ヨギダイスケ） 

與儀 大輔  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

25 理事・監事 
（ウメノヒロシ） 

梅野 寛 
 

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

26 理事・監事 
（コヤシンゴ） 

小屋 晋吾  

令和 6 年 4 月 1 日 

～ 

令和 7 年 3 月 31 日 
無し 

 



書式第４号（法第１０条・第２８条関係） 
 
  

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿） 
 令和７年３月３１日現在 

 
 特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会 

     

氏   名       

１ 
大日本印刷株式会社 

社長 北島 義斉 
 

２ 
東芝デジタルソリューションズ株式会社 

取締役社長 島田 太郎 
 

３ 
学校法人岩崎学園 

理事長 岩崎 文裕 
 

４ 
株式会社日立ソリューションズ 

取締役社長 森田 英嗣 
 

５ 
株式会社ＦＦＲＩセキュリティ 

代表取締役社長 鵜飼 裕司 

 

 

６ 
ユニアデックス株式会社 

代表取締役社長 田中 建 
 

７ 
日本マイクロソフト株式会社 

代表取締役 社長 津坂 美樹 

  

 

８ 
株式会社NTTデータ 

代表取締役社長 鈴木 正範 
  

９ 
日鉄ソリューションズ株式会社 

代表取締役社長 玉置 和彦 

10 
フューチャーセキュアウェイブ株式会社 

代表取締役 稲垣 哲也 

 

   

設立・事業報告用 
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